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公衆衛生活動報告

公衆衛生専門職大学院における公衆衛生基本 5 領域の教育とその課題
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目的 本邦の公衆衛生専門職大学院は疫学，生物統計学，社会行動科学，保健政策・医療管理学，

産業環境保健学を基本 5 領域に据えて教育を行ってきたが，その現状と課題に関する知見は乏

しい。そこで，帝京大学大学院公衆衛生学研究科を教育活動事例として，公衆衛生学修士課程

（Master of Public Health, MPH）での教育の現状と課題，改善案をまとめることとした。

方法 MPH 教育の目標と授業科目の記述には，帝京大学大学院公衆衛生学研究科2022年度履修要

項を参照した。課題と改善案は，同研究科での各領域の担当教員から意見を抽出し，要約した。

活動内容 疫学では問題の本質を定式化して，データを収集・評価し，因果効果について推定でき

るように，討議を含む講義が行われきたが（計 8 科目），新たな公衆衛生課題への応用や技術

革新へのキャッチアップの担保が課題である。生物統計学ではデータと統計学を理解し，解析

を実践するための講義・演習が行われてきた（計 9 科目）。課題としては学生の理論の理解と

講義難易度の設定，新しい統計手法の教材不足が浮かび上がった。社会行動科学では人間の行

動を理解し，課題解決に向けて行動するための講義・演習・実習が行われてきた（計 8 科目）。

課題としては，様々な行動理論の限られた時間内での習得，多様なニーズとの乖離，実践で役

立つ人材育成が示された。保健政策・医療管理学では世界や地域の課題を発見・解決するため

に，政策や医療経済的視点も交えて講義・演習・実習を行ってきたが（計19科目），グローバ

ル人材の輩出や行政実務者の入学不足，合理的・経済学的思考やマクロ経済的変化の認識の不

足が課題である。産業環境保健学では産業・環境による影響と対策を法律・政策も含めて理解

するための講義・演習・実習を行ってきた（計 9 科目）。課題としては最新技術や環境保健，

社会的に脆弱な集団等のテーマの充実が挙げられた。

結論 帝京大学での MPH 教育の振り返りを通じて，時代に即したカリキュラム編成，多様な学

生，求められる知識・技能の増加，実務家の実践力醸成といった課題に対処していくことが，

次世代の公衆衛生リーダーの育成に向けて重要であることが示唆された。こうした課題を解決

していくために，公衆衛生専門職大学院での教育内容を全体像の視点から定期的に見直し，改

革を行う不断の努力が求められよう。
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Health，公衆衛生従事者，日本
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 は じ め に

人々の健康・生命に関わる課題は高度化・複雑化

の一途を辿り，公衆衛生上の課題解決にあたる人材

の専門的な知識や技能を継続的にアップデートする

重要性が増している。新型コロナウイルス感染症で

浮き彫りになったように，国際社会の中での世界全

体の議論を踏まえた課題解決も，現在の公衆衛生に

不可欠である。そのため，国際水準にある公衆衛生

の専門職育成の在り方の議論を深める必要がある。

世界的にみると，公衆衛生専門職の生涯教育の場

の一つである公衆衛生専門職大学院（School of

Public Health，以下 SPH）は，教育の標準化を進

めてきた。とくに公衆衛生学修士（Master of Public
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Health，以下 MPH）課程では，公衆衛生の基本 5

領域である疫学，生物統計学，環境健康科学，社会

行動科学，保健政策・医療管理学の習得が根幹を成

すようになった。たとえば，米国では公衆衛生専門

職大学院プログラム校協議会（以下，ASPPH）が

上述の基本 5 領域を MPH 教育の中に定めた上で，

リーダーシップなどの資質を鍛えるコンピテンシー

基盤型教育を行っており1)，大学院の認証評価の必

須項目でもある2)。欧州でも同様の MPH 教育が行

われてきた3)。日本では，SPH による教育は2000年

から始まり4)，2022年時点で国内の SPH は 5 校で

ある5)。日本の SPH は法律に基づき大学基準協会

による設置基準と定期的な認証評価が必須で，国際

的なカリキュラムに即した公衆衛生の基本 5 領域の

学習と系統的な科目配置が定められている。SPH

やそれ以外の一般校，過去の国立公衆衛生院の貢献

を含む日本の MPH 教育の概況は，既報に委ねる4)。

SPH や MPH を含め，保健医療専門職のより良

い教育に向けて，海外では学術的な検討が行われて

きた6,7)。しかし，本邦では公衆衛生専門職の教育

に関する知見は乏しい。SPH での教育について具

体的事例に基づく系統的分析や研究はほとんどな

く8)，公衆衛生の基本 5 領域とその教育に関する具

体的な事例を通じた批判的評価や研究もない。

そこで，本活動報告は帝京大学を事例として，

MPH 教育の根幹を成す公衆衛生の基本 5 領域に着

目して，最新時点の教育を振り返って課題を抽出

し，さらに次の10年を見据えた教育改善案を示すこ

とを目的とした。

 方 法

本報告では帝京大学の SPH（以下，帝京 SPH）

における2022年度時点の MPH 教育を概観し，続い

てその中での基本 5 領域の教育の現状と課題，改善

案を示した。現状は，2022年度帝京 SPH 履修要項

に基づき記述した。教育の課題は，帝京 SPH の基

本 5 領域の担当教員が，実践してきた教育と全科目

の実施状況を批判的に分析して抽出した。その課題

をもとに，次世代の公衆衛生リーダーの育成に向け

た，次の10年での教育改善案を担当教員が提示した。

 活 動 内 容

帝京 SPH は，組織的目標とディプロマポリシー

において，社会における公衆衛生課題の解決を目指

すリーダー（Change agent）を養成し，健康でより

良い社会をつくり，いのちとくらしを衛ることを掲

げている。これに基づき，MPH 課程では基本 5 領

域に53科目，共通科目に 6 科目，全59科目を開講し

ている。主として基本 5 領域の必修科目と選択科目

を履修し，必修の「課題研究」を含めた全42単位の

履修が修了要件である。標準修了年限は 1 年と 2 年

の 2 コースが設置されている。基本 5 領域ごとの現

状と課題，改善案は次の通りである。

. 疫学

疫学は「明確に規定された人間集団の中で出現す

る健康関連のいろいろな事象の頻度と分布およびそ

れらに影響を与える要因を明らかにして，健康関連

の諸問題に対する有効な対策樹立に役立てるための

科学」と定義される9)。疫学を基にした集団の理解

と対策の実行は，公衆衛生の実践の根幹を成す。近

年，注目を集める個別化予防の実現にも欠かせない。

帝京 SPH の疫学教育では，学生が因果推論や批

判的吟味の能力を養うことで，疫学論文を精読し，

実際に疫学研究をデザインできるための授業（全 8

科目）を行ってきた（表 1）。講義形式は講義と議

論を主体とした演習である。必修科目「基礎疫学」

では例年，問題の本質を見抜く因果関係に始まり，

記述疫学，観察研究，介入研究などの研究手法を学

ぶ。問題解決型アプローチ10)や研究デザインの理解

を深めるための事前提出課題も課される。残る 7 つ

の選択科目では批判的吟味や臨床疫学などを学ぶ。

学生が MPH の学びの集大成として行う「課題研

究」で，多くの学生は疫学研究を行い，適切にデー

タを吟味しているため，概ね教育目標は達成してき

た。しかし，時代の変化を考慮すると 2 つの課題が

考えられる（表 2）。1 点目は，時代によって更新さ

れる手法のキャッチアップである。疫学の本質と重

要性は変わらないであろう。しかし，この数十年間

で因果推論の手法が高度化し，研究デザインが精緻

化された。最近ではビッグデータの利活用や，機械

学習・人工知能によるデータ分析が目覚ましく，系

統的レビューや政策評価も盛んであるが，そうした

手法の教育機会は不足している。2 点目は，激動す

る現代社会の中で，学生が全体最適化を図る意識を

持ちながら，課題解決に資する実態調査や対策を臨

機応変に自ら提案，実践できることの担保である。

学生には臨床現場で働く者も多く，公衆衛生専門職

としての疫学マインドの醸成は継続した課題である。

次の10年では，疫学研究の基礎を理解し，実践す

るための現行の授業を大幅に刷新する必要性は低い

と考えられる。しかし，第 1 の課題について，選択

科目にて個別の研究デザインや領域別の手法，新た

に開発された高度な手法を学ぶのは一案である。2

点目の課題については，学生に投げかける質問や題

材（例環境，生活困窮）を工夫することで，学生

が社会の全体像や変化を理解し，長期的視野のも
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表 帝京 SPH の MPH 教育における基本 5 領域ごとの教育目的と授業科目

疫学

目的

公衆衛生上の問題の本質を定式化することができる。

公衆衛生上の問題とその解決のための対策に関する，適切な定性的・定量的データを収集・測定し評価できる。

疫学的手法を適用し，根拠に基づいた問題解決につながる研究を倫理面に配慮して計画立案し実施できる。

疫学に関する指標や用語を適切に用いることができる。

疫学研究論文を批判的に精読し，その強みと弱みを適切に評価できる。

疫学研究で得られたデータから適切に因果関係を推論できる。

疫学の論理をふまえて，健康に関する情報を専門家，一般の人に伝えることができる。

授業科目基礎疫学，臨床疫学，質的研究，スタディクリティーク，リスク科学，特別講義（疫学～）

生物統計学

目的

医学研究で得られる様々なデータについて，データの種類や分布の特徴を理解し，適切なデータの要約やグラフを

表示できる。

臨床試験をはじめ，医学研究における統計学と疫学方法論の基礎について説明できる。

基礎的な統計学的仮説検定について理解し，統計解析ソフトウェアを用いて実際のデータに適用し，データ解析を

行うことができる。

医学研究や実践の場で，調査研究方法や論文作成をはじめとする研究手法について，説明できる。

医学研究で統計解析手法を応用する，もしくはそのために統計専門家と協働して問題解決ができる。

授業科目基礎生物統計学，応用生物統計学，データ解析演習，臨床試験概論，社会調査データ解析概論，社会調査

データ解析演習，特別講義（生物統計学～）

社会行動科学

目的

社会・経済・文化・環境的要因が，個人や集団の行動や健康に与えるメカニズムと影響を説明できる。

公衆衛生上の課題について，関係者や関係組織とビジョンを共有し，課題解決にむけて協働できるよう働きかける

ため，基本的なグループダイナミックスとリーダーシップに関する知識を身に着ける。

個人や集団の多様性を理解し，公衆衛生情報を伝えるための適切なコミュニケーションの方略を選択できる。

公衆衛生の向上のために，科学的根拠に基づく適切な公衆衛生情報をもとに，対象者の理解と行動を効果的に促す

メッセージを作成できる。

多職種連携の重要性を理解し，チームで効果的に協働するための対人関係スキルを身に着ける。

健康教育・ヘルスプロモーションの基本的な理論・モデルを理解し，それらを応用して，個人，集団，社会を対象

に実践できる。

授業科目健康科学概論，健康教育学，社会疫学，ヘルスコミュニケーション学，終末期医療実習，特別講義（社会

行動科学～）

保健政策・医療管理学

目的

保健政策の理論・モデル，根拠に基づく政策立案の基本的な考え方を理解し，説明できる。

経済学的ツールを用いて医療問題を分析できる。

社会保障の基本的概念を説明できる。

地域の保健・医療課題を発見し，利害関係者と協働して問題解決できる。

世界の公衆衛生的課題を人口統計や健康指標から説明できる。

Global Health の地域別課題について概要を説明できる。

授業科目健康政策・医療管理学概論，ヘルスポリシー概論，医療経済学，医療保障政策論，地域保健学，国際保健

学概論，国際保健学演習，国際母子保健学，国際保健学実習，ヘルスデータ分析入門，医療管理学・安全

管理学概論，リーダーシップ・マネジメント論，医療経営学演習，医療管理学実習，Healthcare Manage-

ment, Universal Health Coverage & Aging Society，特別講義（保健政策・医療管理学～）

産業環境保健学

目的

環境が人の健康に与える影響およびその対策について説明できる。

環境保健における海外の動向，国の法律と政策，地方自治体での実施について説明できる。

産業保健に関する基本的な法制度と政策について説明できる。

産業現場におけるハザードと健康リスクおよびその予防について説明できる。

産業保健の 3 管理および 5 管理について説明できる。

産業保健における今日の主な問題と対策について説明できる。

授業科目産業環境保健学概論，産業保健学，環境保健学，産業看護マネジメント論，産業精神保健学演習，産業環

境保健学実習，特別講義（産業環境保健学～）

帝京 SPH 2022年度履修要項より抜粋
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表 帝京 SPH の MPH 教育における基本 5 領域の

課題

疫学 更新されていく疫学手法のキャッ

チアップ

変容する社会の中での疫学手法の

適切な適用

生物統計学 基本的な統計学の理論の理解

講義の難易度設定

新しい統計手法の適用を学生に指

導する際の教材不足

社会行動科学 人々の行動に関わる様々な学問の

理論の実践レベルでの習得を現行

の授業時間数で行うことの困難さ

多様なバックグラウンドを持つ学

生にとってのニーズと現状の講義

の乖離

実践で役立つ人材の育成

保健政策・

医療管理学

国際機関等で即戦力として活躍で

きる人材や，外交分野で活躍する

人材の輩出不足

公衆衛生行政実務者の入学数の少

なさと該当者からみた教育内容の

魅力欠如，MPH の社会的認知度

の低さ

合理的・経済学的思考を身につけ

ている入学者の少なさとそれに合

わせた講義編成

技術革新や経済発展など長期的視

点に立ったマクロ経済的変化を想

定できない人の多さ

産業環境保健学 デジタル技術に関する教育

国内外の産業・環境変化の影響を

受けやすい脆弱な集団に関する課

題の検討

環境保健学の充実 とくに国内外

の社会動向にちなんだ環境の理解
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と，疫学手法を適切に適用できることを担保してい

くことが重要になろう。疫学では未知の問題（例

新型コロナウイルス感染症）に迅速に対処する，よ

り良い調査・研究も欠かせない。MPH 取得後も役

立ちうる，調査票・測定法の開発11)も授業として一

考の余地がある。

. 生物統計学

本邦の生物統計学は英国，米国の影響のもとに発

展してきた。佐藤，松山は「生物統計学（biostatis-

tics）は，医学・健康科学における統計的問題を解

決するための方法論を発展させ，その方法論を用い

て実際に臨床研究者や疫学の専門家と一緒に問題解

決をおこなう固有の学問分野である。」とする12)。

米国13)や欧州3)の公衆衛生関連の協会も同様の定義

を採用している。

帝京 SPH では，生物統計学の教育として統計手

法の適用を重視した講義を行ってきた。学生は前期

（4 月～8 月）に週 2 コマ（3 時間）行われる必修科

目「基礎生物統計学」を15週間受け，記述統計学，

推計統計学，入門レベルの統計モデルによる解析，

プログラミング方式の統計解析ソフトウェアを用い

た統計分析の基礎を学ぶ。その他，選択科目が 9 科

目ある（表 1）。

MPH の必修科目「課題研究」では，学生は必要

に応じて記述統計や回帰分析等を用いて課題の定量

化を行ってきた。そのため，基礎的な統計手法の応

用という点では，生物統計の教育目標は達成してい

ると考えられる。

今後，生物統計学の教育で取り組むべき課題は，

以下の 3 点である（表 2）。第 1 に，ソフトウェア

の進化とデータ利用の機運が高まる今後は，基本的

な統計学の理論を理解する重要性をより一層，強調

する必要がある。知識のない者による統計手法の誤

用の問題は，統計家から再三指摘されてきた。2 点

目は，講義の難易度設定である。新しく高度な統計

手法を学び，活用することを求め，そのために必要

な数理統計の素養を備えた学生がいる一方で，生物

統計に不安な気持ちで取り組む学生もいる。後者に

とって，現在の講義の難易度は高すぎると感じるよ

うである。教員にとっては，タイプの違う学生を同

時に教えるのは困難感を伴う。第 3 に，よく使われ

る手法は日本語のよい教材がある一方，新しい統計

手法は学生指導用の教材は不足している。実際には

当該手法の適用事例と結果の解釈の仕方，統計解析

プログラム等の記載がある資料を使うが，その多く

は理論の説明において読み手に統計学の知識を求め

るもので，英文である。そのため，日本の学生には

理解と活用が困難で，学生と教員，双方の負担感の

原因となる。

1 点目と 2 点目の課題に関して，理想的には学習

者の背景と目標に応じた柔軟な科目履修ができるカ

リキュラム開発が求められる。この点は，海外の臨

床・橋渡し研究の担い手の教育プログラム開発の文

脈で同様の提言がなされてきた。しかし，カリキュ

ラム開発は容易ではない。そのため，統計学に苦手

意識を持つ学習者に対して正しい知識を教授する困

難さが課題として認知されて，共通の動機を持つ教

員間で教育方法上の工夫を共有していくことも有用

であろう。その一例として，ボストン大学での短い

問題集と演習教材がある14)。学習理論に基づき科目
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設計をする工夫，たとえば，公衆衛生に関する研究

事例を紹介して興味深く感じさせ，技術的詳細で挫

折しないよう配慮し，講義室に感動をもたらす工夫

も必要との指摘もある14)。3 点目の課題について，

新しい統計手法の日本語教材の開発は容易でない

が，共通の動機を持つ教員等が協力して開発してい

くことが求められよう。

. 社会行動科学

社会行動科学に定まった定義はないが，ASPPH

の定義1)が参考になる。そこでは，公衆衛生におけ

る社会行動科学を「個人と集団の一生にわたる健康

と健康格差に関わる行動，社会，文化的要因に対処

するものであり，その研究と実践は，個人と集団の

健康的な環境と健康的な生活を促進・維持するため

の公衆衛生および保健医療サービスにおける諸プロ

グラムおよび政策の立案，実行，評価に貢献するも

の」とする。

帝京 SPH では社会行動科学の教育目標として，

知識と技術に関わる 8 点を定めた（表 1）。知識と

しては，社会・経済・文化・環境的要因が行動や健

康に影響する仕組みや，利害関係者と展望を共有

し，協働を働きかけるための集団力学と統率力の理

解を求める。実践的な技術としては，適切なコミュ

ニケーションの方略の選択，対象者の理解と行動を

効果的に促すメッセージ作成，対人関係スキル修

得，行動に関わる各種理論の実践を求める。これら

目標達成のために，MPH 必修科目「健康行動科学

概論」と 7 つの選択科目がある（表 1）。授業では，

知識を学生に伝えるための講義に加えて，演習を

行っている。

より具体的には，公衆衛生関連の行動理論（例

個人，対人関係，コミュニティなど集団レベル）の

基礎と，個人や集団とのヘルスコミュニケーション

を理解し，ヘルスリテラシーの異なる対象者に働き

かける方法を学ぶ。

健康を左右する行動には，社会的要因も関わる。

行動の選択肢がない環境下で生活した人では，行動

が偏りうる。各世代で自己責任にできない健康の社

会的決定要因を見出し，まちづくりを巻き込む介入

は，社会的政策の決定にもつながる重要事項であ

る。そのため，海外と同様に，健康の社会的決定要

因を扱う社会疫学が本領域に含まれる。

教育目標の視点から授業を見直すと，知識の獲得

と用語の説明は達成できている。演習ではメッセー

ジ作成により，コミュニケーション方略の選択や対

人関係スキルの習得も達成していると思われる。し

かし，現状では 3 つの課題がある（表 2）。1 点目

は，心理学，行動経済学（例ナッジ），マーケティ

ング，社会疫学，教育学，コミュニケーション学を

はじめ，様々な学問の理論を扱う点である。実践レ

ベルですべて習得するのは，現行の授業時間数では

難しい。2 点目は，多様な背景を持つ学生のニーズ

との整合性である。すべてのニーズに応えるのは困

難であり，それは学生の満足度にも影響する。最後

は，実践で役立つ人材の育成である。授業時間数内

で，現場で真に役立つ人材を輩出できているかは，

検証が必要である7)。

次の10年を見据えると，改善案は 3 つ挙げられ

る。まず，学生，ひいては社会のニーズを常に確認

し，授業に反映することである。限られた授業時間

内で効果的に教育を行うために，その枠組みの検討

が求められる。海外でも医学部教育であるが，授業

内容に優先順位を付ける重要性が指摘されてい

る15)。カリキュラムの理想と現実の乖離を認識し，

それぞれの強みと弱みを整理する海外の試みも参考

になろう。2 点目は，より実践的な改善で，たとえ

ば保健医療上のコミュニケーションのキャンペーン

や健康教育について，地域や企業でフィールドを持

ち，そこで実践のできる学生（あるいは経験者）が，

そうでない学生とともに活動する授業の導入であ

る。実際の介入事例を多く知ることで，ステークホ

ルダー（以下，利害関係者）との向き合い方も含め

て，理論の応用の実際を深く理解できよう。同様

に，新型コロナウイルス感染症などの，リスクコ

ミュニケーションの実践的な教育も必要である。最

後は，介入を最低限，計画はできるようになる授業

の導入である。利害関係者の同定と向き合い方につ

いて，その実践方法と評価法の双方を確立し，組み

込むことも必要となろう。介入の点からは，実装科

学などの新領域を学ぶ場の提供も重要である。

. 保健政策・医療管理学

保健政策・医療管理学は，「個人および集団のた

めのヘルスケアの展開と質，コストの探求と実践に

関する複数の領域から構成される分野」であり，

「管理と政策の双方に関して，ケアのコスト，財

源，組織，アウトカム，そしてアクセスのしやすさ

を含むヘルスサービスの構造，プロセス，アウトカ

ム上の課題について責任を負うもの」とされる1)。

帝京 SPH では，保健政策・医療管理学の学習を

通じて，世界的な公衆衛生上の課題や保健政策，社

会保障を理解するとともに，経済学的ツールを用い

て医療問題を分析できること，地域の保健・医療課

題を発見し，利害関係者と協働して問題解決できる

ようになることを目的とする（表 1）。巨視的な面

では，保健医療に関連する法制度や政策，国の医療

費，社会保障などの課題，微視的な面では，地域保
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健などでのコミュニティづくり，災害対策，フィー

ルドでの活動と調査の理解，人類学的素養など，実

生活に根差した活動の理解を重視する。

幅広い修得目的の達成のために，帝京 SPH では

必修科目「保健政策・医療管理学概論」にて多様な

同領域を概観する。全体で19科目あり（表 1），複

数の演習・実習科目を擁する点が特徴である。

これまでの教育からみえてきた課題は 4 点に集約

される（表 2）。1 点目は，国際保健分野を経験ある

いは志向する学生は多いが，外交分野や国際機関等

で即戦力として活躍する人材はあまり輩出できてい

ない点である。2 点目は，公衆衛生行政実務者の入

学者の少なさである。環境の変化や技術革新，科学

的知見の蓄積は著しく，保健医療従事者の生涯を通

じた知識のアップデートはこれからの時代に欠かせ

ない7)。公衆衛生で中心的役割を果たす公衆衛生行

政実務者の入学者増加は大きな課題である。

次に，学部の教養課程レベルの合理的・経済学的

思考を持つ人が公衆衛生実務者・医療者には非常に

少ない。「人命を救う」という規範に縛られすぎて，

必要な資源を合理的に算定する能力に欠ける例もみ

られる。最後に，技術革新や経済発展など，長期的

視点に立ったマクロ経済的変化を想定できない人も

多い。経済的視点なくして，資源配分や予算獲得を

行う公衆衛生の実践はおぼつかない。

本領域での改善案は 5 点挙げられる。1 点目は，

政策の策定と実践に貢献できる人材育成に向けた改

善である。保健政策・医療管理の理論は，現実の政

策や実務と乖離することが指摘されてきた。この乖

離の解消に向けて，単なる政策提言や立案にとどま

らず，策定プロセスや実践に参画できる授業の導入

が必要である。そのためには大学教員の多様性・人

的流動性を担保し，より実践的な能力を備えた教員

による指導を実現することが求められる。たとえ

ば，行政部門の実践で求められる，根拠に基づく地

域診断，政策提言などの技能を培うことは，まさに

理論と実践を架橋する教育になろう。さらに，コ

ミュニティでのアクションリサーチ（Community-

based participatory research）に基づく公衆衛生の実

践16)が伴う教育も今後，本格的に導入すべきであ

る。政策を動かす点からは，アドボカシーを行う人

材育成も必要で，経験豊かな専門家らによる，実践

的な講義の導入も必要であろう。

2 点目は国際保健系の人材育成である。国際機関

で期待される日本人職員数に届かない状況が続いて

いるが，その就職に MPH の学位は有力である。内

閣府の新グローバルヘルス戦略は，大学に国際保健

分野での人材育成の教育・研究への関与を求める。

国際保健を志向する学生や社会のニーズに応える選

択科目や実習の実現が必要である。

3 点目は合理的・経済学的思考の修養である。基

本的な経済理論の解説から始め，理論と公衆衛生や

医療との関係について，実例を通して理解を促す必

要がある。医療の質や効率性の評価，医療・福祉資

源の評価・管理についての授業も欠かせない。医療

管理には国や地域行政の持つデータや，レセプト

データの分析方法の理解も必要である。

4 点目は修了生との連携強化である。様々な

フィールドで活躍する修了生を非常勤講師などで招

聘し，また，修了生の活動や研究と継続的に連携

し，授業にも還元することで，多領域から構成され

る本領域の実践力と多様性を担保する授業が実現で

きよう。

最後は他領域との連携・協同である。社会課題が

複雑化し，利害関係者も多岐にわたる中で政策を動

かすには，他分野と協働し解決にあたる素養も求め

られる。そこで，国際保健×環境保健，医療政策×

ヘルスコミュニケーションなど，異なる領域を掛け

合わせた授業の導入は一案である。

. 産業環境保健学

産業環境保健学のうち，産業保健学は労働条件と

労働環境に関連する健康障害の予防と，労働者の健

康の保持増進，ならびに福祉の向上に寄与する学問

であり，環境保健学は人間の健康に環境が及ぼす影

響についての学問である。労働は人生の中で概して

長く続き，環境の影響は生涯，さらに世代を超えて

生じるため，産業環境保健学は健康で持続可能な社

会の構築に不可欠である。

帝京 SPH での本領域の教育目標は 6 点あり，環

境が人の健康に与える影響とその対策，環境保健と

産業保健に関する基本的な法制度と政策，国際的動

向，そして産業保健の理解に集約される（表 1）。

MPH の必修科目として「産業環境保健学概論」，

選択科目として 8 科目（表 1）がある。授業には帝

京 SPH 教員が参画する帝京大学産業保健高度専門

職養成の大学院プログラムの受講生も参加し，実践

的な課題に取り組むべく，ロールプレイやディベー

トなどの演習，フィールドでの実習も活用した授業

を行っている。

次の10年で期待される修了生の人物像は，産業環

境保健学に関する世界レベルの目標や潮流を踏まえ

た実践や研究，そして社会の変革ができる専門職で

ある。こうした人材育成を目指す上で，現在の教育

の課題を 3 点挙げる（表 2）。

1 点目は，デジタル技術の教育である。日本や世

界が目指すべき未来の社会像として「Society 5.0」
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が示されている17)。これは，サイバー空間（仮想空

間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合さ

せたシステムにより，経済発展と社会課題の解決を

両立する，人間中心の社会を指す。こうした世界的

潮流を踏まえると，デジタル技術を効率的・効果的

に利用できる能力とともに，それを産業環境保健学

の知識や技能に融合させて，社会実装できる学生の

育成が求められるが，現状では十分な教育はできて

いない。

2 点目は，社会構造の変化の負の影響を受ける脆

弱な人々に関する教育である。デジタル技術の普及

だけでなく，パンデミックなどにより，社会構造は

常に変わる。その影響を受ける人々のための労働政

策や，社会制度の改善に資する研究や活動など，産

業保健現場での個別の課題と社会を結ぶ教育も必要

になろう。

3 点目は，環境保健学の充実である。国際連合の

示す持続可能な開発目標（Sustainable development

goals, SDGs）の全17目標のうち，日本は自然環境

に関する 4 目標をいずれも達成していない18)。環境

課題は政治的課題として分野横断的に多くの利害関

係者が関与するが，公衆衛生の視点から取り組む

リーダーや専門職育成は急務である。環境保健では

プラネタリーヘルス（Planetary health）とワンヘル

ス（One health）の 2 つが国際的な合意や取り組み

で重要性を増している。前者は地球の健康と人間の

健康を結びつける包括的な取り組みで，気候変動に

よる農業・漁業等への影響，飢饉や栄養問題，環境

変化による感染症の拡大，都市化による大気汚染な

どを取り扱う19)。後者は人獣共通感染症や薬剤耐性

菌に関係し，畜産業などとの分野間連携が鍵とな

る20)。現状では環境保健を希望する学生は少ない。

しかし，気候変動については，海外でその高等教育

の在り方について事例を踏まえた議論が進み始めた

ように21)，本邦も公衆衛生専門職の必修事項として

取り入れ，またその効果検証が求められる。

デジタル技術の教育や環境保健学の拡充には，教

員の知識や技術の向上，外部講師による講義の導入

に加えて，現場や社会で実装できるようにケースメ

ソッドによる教育22)の充実が重要であろう。パンデ

ミックなどの危機対応や，多様な働き方への移行な

ど，現代は社会や環境の変化が激しい。脆弱な集団

に配慮し，社会政策の展開につなげるために，本領

域の授業も時宜に即した工夫が求められる。

 考 察

今回，帝京 SPH の MPH 教育での基本 5 領域の

教育を振り返った結果，各領域での課題が浮上し

た。その中から，各領域に共通の課題を整理し，総

合的な改善案を提案する。

第 1 の課題は，取り扱う知識・技能の増加と時代

に即したカリキュラム編成である。人工知能や行動

経済学など，科学の進歩は目覚ましく，また，気候

変動など，ダイナミックに変化する問題は尽きな

い。共通して学ぶべき MPH のコア・カリキュラム

は，必須項目が欠落せぬよう定期的な点検が必要で

ある。また，修得単位数や時間数は変わらない中

で，どう授業を組むか。今後は，教室に集って参加

する教育ならではの内容に絞られていくように思わ

れる。現状の体制では大胆な解決は困難であるが，

授業を可能な範囲で刷新し，実務家である修了生ら

の協力などを得て，教育の幅を広げる努力が求めら

れよう。国内の SPH は，公衆衛生専門職大学院連

絡協議会を運営し，教育上の連携・協力について年

に 1 度の連絡協議会で検討を行っており4)，そこで

の議論も参考にできよう。

次の課題は，MPH 取得を目指す学生の熟練度や

目的が各領域内で多様な点である。学生の多様性は

重要であるが，全学生の参加する必修科目は，教育

者の負担が増える。帝京 SPH は，多様性に富む公

衆衛生の専門職育成に挑戦するためにも，アドミッ

ションポリシーでは入学希望者に専門領域の知識や

応用力は問わず，問題意識や，コミュニケーション

力，そして基本的学力を問うてきた。そのため，

MPH 取得に見合う水準まで最低限，各 5 領域の専

門性を修得できるカリキュラム編成が求められる。

その最低水準は，教員や利害関係者でよく検討し，

合意を得て設定せねばならない。たとえば，統計解

析は，公衆衛生活動を進めるうえで直接使わないと

しても，仕組みを理解し，誤った分析による誤った

結論をうのみにしないためにも，最低限の知識とし

て必要である。実際，米国では MPH のコンピテン

シーとして統計解析スキルが必ず求められる1,2)。

そうした海外の知見も参考になろう。

最後は，公衆衛生が政治や外交課題になるなど，

世界の課題として重みを増しており，実務家の実践

的な解決力を養う重要性が増す一方，公衆衛生行政

からの入学者は少ない点である。帝京 SPH では問

題解決型アプローチやコンピテンシー基盤型教育な

ど，実践的教育による魅力の向上に努めてきた。さ

らに実践的にすべく，本稿では公衆衛生を俯瞰的，

あるいは政治的，社会的に捉えて分析し，対応でき

る能力を獲得できるように，領域をかけあわせた教

育を提案した。また，社会の潮流を理解した上で，

現場での課題解決に資する教育の必要性を挙げた。

同時に，SPH の魅力向上には，教育と研究に意欲
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のある実務家教員を配置し，公衆衛生上の自らの取

組を公表し，効果的な報告をするための執筆や発表

に関する授業の導入23)も必要であろう。

公衆衛生基本 5 領域は，国内 SPH 各校で講義に

組み込まれてきた。しかし，日本の SPH 固有の課

題として，国際水準との整合性を確保する重要性が

指摘されている24)。米国では大学院の認証評価が契

機となって教育改革が進んだ25)。本邦の SPH 認証

評価は，授業科目のバランス改善などに寄与してき

たものの26)，教育内容を吟味し，抜本的な改革の契

機となりうる議論を提供する評価体系としては発展

途上である。この点は，上述の公衆衛生専門職大学

院連絡協議会も類似した状況である。そのために

も，教育の当事者が自ら既存の教育を検討し，日本

の公衆衛生専門職教育を発展させるための研究や活

動を推進することが期待される。

 お わ り に

気候変動やエネルギー危機，戦争・紛争，技術革

新など，社会は急速に変わる。次世代が公衆衛生を

より良い方向に牽引できるよう，SPH の教育をよ

り良いものに変革する重要性が増している。本稿の

ように教育を総合的に議論する場を設け，課題を教

育改革につなげる不断の努力は，他の SPH や医学

系大学院によるほかの MPH 教育実施校にも求めら

れよう。その教育を対象にした研究も深化させる必

要がある。

教育上の課題の抽出と改善案の提示には，著者以外の

帝京大学大学院公衆衛生学研究科教員に協力いただい

た。授業科目数に関しては帝京大学板橋キャンパス事務

部教務課に確認いただいた。改善案の作成にあたり，帝

京 SPH 設立10周年シンポジウムと帝京 SPH2022年度

ホームカミングデーでの議論も参考にした。

本稿の内容は著者らの見解に基づくものであり，帝京

大学大学院公衆衛生学研究科の公式見解を示すものでは

ない。著者らは帝京大学大学院公衆衛生学研究科の教員

であるが，それ以外に開示すべき COI 状態はない。
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Current issues related to education in the ˆve core disciplines of public health at the

school of public health in a private university

Keisuke KUWAHARA, Satoru KANAMORI, Asuka SUZUKI, Katsuhiko SHIBUYA,

Mio KATO, Yoshiharu FUKUDAand Mariko INOUE

Key wordsprofessional school, public health education, master of public health, school of public health,

public health professionals, Japan

Objectives In Japan, schools of public health (SPH) have engaged in professional education focusing on

ˆve core disciplines: epidemiology, biostatistics, social and behavioral science, health policy and

management, and occupational and environmental health. However, empirical information is lack-

ing regarding the current state of this education and its associated challenges in Japan. In this arti-

cle, we showcase this issue, using the master of public health (MPH) course at Teikyo University

Graduate School of Public Health (Teikyo SPH) as an example.

Methods We summarized the current objectives and classes required to complete the MPH course at

Teikyo SPH, using the course guideline published in 2022. Current issues and possible future direc-

tions in the course were summarized based on the opinions of Teikyo SPH faculty members.

Results For epidemiology, lectures and exercises were designed to focus on how to formulating public

health issues, collecting and evaluating data, and causal inference. Issues related to the design in-

cluded ensuring that students had the necessary skills to apply epidemiology to emerging issues, and

catching the course up with evolving techniques. For biostatistics, lectures and exercise classes

focused on understanding data and statistics, as well as performing analyses. Issues included the un-

derstanding of theories, setting the course level, and a lack of appropriate education materials for

emerging analytical methods. For social and behavioral science, lectures and exercise classes focused

on understanding human behaviors and actions for problem solving. Issues included learning vari-

ous behavioral theories in a limited timeframe, the gap between the lectures and various needs, and

nurturing professionals who had the skills to perform in practical settings. For health policy and

management, lectures, exercise classes, and practical training classes focused on identifying and

solving problems in the community and around the world, and on integrating the disparate view-

points of health economics and policy. Issues included few alumni who actually found work globally,

a lack of students working in local or central administrations, and insu‹cient perspectives on ration-

al/economic thinking and macro-economic transitions. For occupational and environmental health,

lectures, exercise classes, and practical training classes focused on learning the occupational and en-

vironmental impacts of public health issues, and their countermeasures. Challenges included enrich-

ing the topics with regard to advanced technologies, environmental health, and socially vulnerable

populations.

Conclusion Through these re‰ections on MPH education at Teikyo SPH, the following recommendations

are considered essential in order to prepare improvements to the program: reorganizing the curricu-

lum to meet the needs of the day, accepting students with various backgrounds, addressing the in-

creasing knowledge and skills that need to be acquired by the students, and enhancing the powers of

professors to implement changes.

Teikyo University Graduate School of Public Health


